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1911（明治44） 2 月、宮城県農会特別議員を命じられるが、同月辞任10月、済生会に 3 万円を寄附




1917（大正 6） 真宗大学教学資金 2 万円、付近村落布教伝道費基金 1 万円を寄附
1919（大正 8） 5 月、宮城県図書館備付博物標本基金として 1 万円を寄附11月、標本基金の寄附により紺綬褒章を賜う
1921（大正10） 8 月、家人に財団法人設立を訓示10月12日、宮城県図書館において創立評議会を開き、斎藤報恩会の設立を演説



















た9）。そして1904（明治37）年 5 月 1 日、「育英貸費事業開始趣旨」を演説して育英貸費事業の
開始を宣言し、 8 月より開始したのである。この育英貸費事業は斎藤報恩会の事業開始に伴い
終了したが、中学以上の学生246名に対し、93,200円余りを貸費したのであった10）。




















して、年に 3、 4 千円を貸費しようとしたのであるが、「子孫ニ至ルマデ長ク此ノ業ヲ継続セシ
メルコトトシタナラバ、子孫徳育ノ一助トモナルデアラウ」と、この事業を継続すれば、子孫
の「徳育」になると考えたのであった。この資金は「基本金」からの利子を充てるとしたが、「一













































































































































5 ． 3 ．『河北新報』にみる斎藤報恩会と研究者たち
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表 2 ．『河北新報』における斎藤報恩会関係の記事一覧
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斎藤の許を訪ねた東京帝国大学の村上專精に斎藤が「共鳴」したからであった。斎藤報恩会が
設立された時代は、一部大学人や教育者が大学の拡充、研究資金の獲得のために積極的に活動
した時代であったが、後に斎藤報恩会の多大な恩恵を受けることになる東北帝国大学の研究者
たちは、斎藤に対して積極的に学術研究支援を求めなかった。
新聞記事によると、財団法人を組織して学術研究支援を事業の中心にしようと決意させたの
は、宮島清次郎の影響であった。宮島の意見を参考にして、財団法人の方向性を決めた後、学
術研究の専門家であり従事者である研究者に意見を求めたのであった。斎藤は澤柳政太郎や小
川正孝に意見を求めたのであったが、彼等以上に具体的な内容の決定に関与したのが井上仁吉
であった。研究者の中でも特に井上が学術研究支援の具体的方法および定款などの財団法人の
謂わば骨格部分の作成に携わったのであった。
――
注
 1）	本稿では1994年に復刻された斎藤報恩会『斎藤善右衛門翁伝』、斎藤報恩会、1928、pp.180-186。に掲載さ
れている「育英貸費事業開始趣旨」を参照した。以下本稿における育英貸費事業に関する記述は、特に記
載のない限り、この「育英貸費事業開始趣旨」によるものである。
 2）	本稿では『斎藤善右衛門翁伝』に掲載されている「翁の財産処分法に関する訓示書」を参照した。
 3）	本稿では『斎藤善右衛門翁伝』、pp.191-197。に掲載されている「財団法人斎藤報恩会創立ノ際ニ於ケル演
説」を参照した。
 4）	『斎藤善右衛門翁伝』、p.67。以下本稿における斎藤善右衛門の経歴に関する記述は、特に記載のない限り、
この『斎藤善右衛門翁伝』による。
 5）	同上書、p.71。
 6）	同上書、p.47。
 7）	同上書、p.122。
 8）	同上書、pp.91-92。
 9）	同上書、p.92。
10）	同上書、p.93。
11）	東北大学編『東北大学五十年史　上』、東北大学、1960、pp.260-261。
12）	東京大学百年史編集委員会編『東京大学百年史　部局史一』、東京大学出版会、1986、p.525。
13）	東京大学百年史編集委員会編『東京大学百年史　通史二』、東京大学出版会、1985、p.414。
14）	井上仁吉「序」『藤善右衛門翁伝』。以下本稿における井上の斎藤報恩会に関する記述は、特に記載のない
限り、この「序」によるものである。
